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１．被災地復興事業へのPPP活用の視点

整備運営対象が広範にわたる

事業規模も様々のものが含まれる
（小規模な事業も多数見込まれる）

各プロジェクトは相互に関係している

地域の付加価値向上を実現する必要が
ある

 1件1件ではなく、包括的に実施でき

ないか

地域全体の視点で取り組めるス

キームが望ましいのではないか

ニーズをとらえて開発事業を企画立

案する民間のノウハウが活用できる

のではないか

民間の計画・管理ノウハウを取り入

れることはできないか
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２．英国でのBSF・LIFT、URV等のスキーム

 英国では労働党政権下でBSFや
LIFTと呼ばれるPPPスキームを開発

（右図はBSFスキームの例）

 この後、本スキームの発展形として、

Urban Regeneration Vehicle（ＵＲ
Ｖ）を設立して面的に地域再開発を

行うスキームが実施（スキームはほと

んど同様）

 これらのスキームは、①まずパート

ナーとなる民間事業者を選定し、②

パートナーと共同会社（三セク）を設

立、③各々事業を計画・推進する、

という点で、日本では位置付けられて

いないスキームである。

民間事業者

出資金の10％ 出資金の80％ 出資金の10％

・競争的対話方式等
により選定

・選定後、戦略的パートナーシップ契約
（Strategiｃ Ｐａｒｔｎａｒｓｈｉｐ Ａｇｒｅｅｍｅｎｔ)を締結

ＢＳＦ投資有限責任組織
( Building Schools for the Future

Investments LLP (BSFI) )

ＦＭ会社

Strategy of change

計画の提出

承認

出資

子供、学校、家庭省

ＰＵＫ

出資

設計会社 建設会社

ＰＦＩ事業会社
（ＳＰＣ）

地域教育パートナーシップ
（Local Educational Partnership）（ＬＥＰ）

地方公共団体

PFI事業契約
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３．検討課題

 スキームの具体化

 手続きの具体化と、必要なルールや

運用面の整備

 イコールフッティングの確保、資金調達

の円滑化のための制度

 民間投資を可能とするリスク分担の構

築や必要な環境整備

 先行プロジェクトの実施と成果の波及

 三セクに対する過度な抵抗感の払拭

など

パートナー公募

パートナーの選定

計画作成

実施、モニタリング

共同会社設立

【想定される手続き】

• 事業概要、前提条件、事業の獲
得目標を提示

• 民間は開発の方針やラフな計画、
資金調達方針などを提案

• 対話を重視した選定方式

• 三セクの設立（議会承認等）
• リスク分担の明確化

• 官民協働で開発の計画を具体
化

• 資金調達やリスク分担も具体化

• 官民の役割分担のもとでの開発
• ガバナンスの発揮
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住宅用地

行政用地

商業用地

工業用地

【初期開発区】
2009年～2011年初頭まで

の開発エリアで、主に居住用
マンションの建設が進む

【国家アニメ産業園】
国内外のアニメ・漫画製作会
社、出版社等を誘致する産
業誘致の柱となるエリア

【テーマパーク】
湖を望むゴルフ場やそれ
を囲むように高級一戸建て
住宅が建ち並ぶ

【ビジネスパーク】
オフィスビルの立ち並
ぶ商業の中心エリア

【産業エリア】
ソフト産業のほか、精密機
械系工場等が進出予定

30K㎡建築面積建築面積

2020年完成時期完成時期

2006年 5月 ： 国務院が天津濱海新区に環境都市建設を要請

2007年 4月 ： シンガポールのゴーチョクトン上級相が温家宝

首相に環境都市の共同建設を提案

2007年11月 ： 両国首相が環境都市建設の骨子に合意

2008年 7月 ： 中国側が組織面での整備完了、正式着工

2009年 6月 ： 初期開発区着工

沿革沿革

35万人

2010年 ： 居住人口 3万人／労働人口1.5万人

2015年 ： 居住人口20万人／労働人口10万人

2020年 ： 居住人口35万人／労働人口15万人

計画人口計画人口

2,500億元（3兆5,000億円）

※ 内、都市基盤整備等の初期投資300億元（4,200億円）

投資規模投資規模

（想定）（想定）

天津濱海新区内のTEDA(開発区)北側に面する約30ｋ㎡

中新天津生態城

(SINO-SINGAPORE TIANJIN ECO-CITY)

立地立地

名称名称
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「実現可能」 「複製可能」 「普及可能」 を目標に掲げる＜中国初・中国最先端＞の環境都市開発

CO2排出量……………150トン／ GDP百万ドル 以下

ゴミ回収利用率………………………………60%

グリーン・ビルの比率………………………100%

地域内グリーン交通の比率…………………90%

再生可能エネルギー比率……………………20%

【高い環境目標を掲げ、世界中からの環境技術導入を目指す】

中新天津生態城関連資料より日本総合研究所作成


